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1.  平成23年12月期第1四半期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第1四半期 169 △39.8 △59 ― △73 ― △72 ―
22年12月期第1四半期 282 119.4 △104 ― △101 ― △104 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年12月期第1四半期 △295.95 ―
22年12月期第1四半期 △427.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第1四半期 206 △1,577 △764.3 △6,471.37
22年12月期 182 △1,505 △825.7 △6,175.41

（参考） 自己資本   23年12月期第1四半期  △1,577百万円 22年12月期  △1,505百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年12月期 ―
23年12月期 

（予想）
0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
当社は、平成23年５月13日付で名古屋証券取引所より整理銘柄に指定されており、平成23年６月14日付で上場廃止となることが決定しております。これら
の状況により、平成23年３月25日開示の業績予想の前提である、資金計画の合理的な見積りを行うことができず、連結業績予想数値の算定が困難である
ため、連結業績予想は未定といたしました。今後、開示の必要がある場合には、決定次第速やかに開示させていただきます。 



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期1Q 243,737株 22年12月期  243,737株
② 期末自己株式数 23年12月期1Q  ―株 22年12月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期1Q  243,737株 22年12月期1Q 243,737株
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当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新興国向けの輸出増加等により企業業績に改善が見

られましたが、本年3月11日に発生した東日本大震災による景気への影響が懸念され、依然として不透明

な状態が続いております。宅配食業界におきましても、個人消費者の節約志向や購買意欲の停滞等から厳

しい経営環境が続きました。このような経済状況のもと、当社グループは収益基盤の強化を進め、財務体

質の改善に努めております。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高につきましては169,996千円（前年同四半期比

39.8％減）、営業損失59,219千円（前年同四半期は営業損失104,022千円）、経常損失73,094千円（前年

同四半期は経常損失101,775千円）、四半期純損失は72,134千円（前年同四半期は四半期純損失104,250千

円）となりました。 

宅配中華事業におきましては、店舗及び従業員等の東日本大震災の直接の影響はなかったものの、

前年度に閉鎖した店舗数の減少による売上減に加え、個人消費者の購買意欲の停滞等から、当第１四

半期連結累計期間におきましては、売上高121,125千円（前年同四半期比44.7％減）、セグメント損

失33,544千円となりました。 

広告・出版事業におきましては、出版物の販売低迷等が響き、当第１四半期連結累計期間におきま

しては、売上高43,198千円（前年同四半期比13.2%減）、セグメント損失312千円となりました。 

飲食店プロデュース事業におきましては、個人消費の伸び悩みから、飲食店舗の設備投資等が低迷

し、当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高5,672千円（前年同四半期比57.2％減）、セ

グメント損失1,472千円となりました。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

①宅配中華事業

②広告・出版事業

③飲食店プロデュース事業
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① 資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産206,371千円、負債1,783,682千円、純資産 

△1,577,311千円となりました。 

 総資産は前連結会計年度末と比較して24,069千円の増加となりました。これは主に現金42,621千円の増

加、売掛金10,342千円の減少によるものです。 

 負債は前連結会計年度末と比較して96,204千円の増加となりました。これは主に短期借入金122,191千

円の増加、買掛金13,044千円の減少によるものです  

 純資産は前連結会計年度末と比較して72,134千円の減少となりました。これは利益剰余金72,134千円の

減少によるものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前連結

会計年度末に比べ43,178千円増加し、56,834千円となりました。 

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は78,824千円(前年同四半期は59,934千円の使用）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純損失が71,739千円、訴訟損失引当金の減少額125,156千円、未払金の増加額

110,586千円があったこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は188千円（前年同四半期は25,436千円の使用）となりました。これは主

に、敷金及び保証金の差入による支出225千円があったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は122,191千円（前年同四半期は44,421千円の獲得）となりました。これ

は短期借入金の増加額122,191千円によるものです。 

  

当社は、平成23年４月28日に訂正有価証券報告書等を提出し、平成23年５月13日付で名古屋証券取引所

より株券上場廃止基準第２条の２第１項第５号で準用する同基準第２条第１項第11号a（虚偽記載）に該

当するため、整理銘柄に指定され平成23年６月14日付で上場廃止となります。これらの状況により今後の

資金計画等の合理的な見積りを行うことができず、連結業績予想数値の算定が困難な状況にあります。そ

のため連結業績予想は未定といたしました。今後、開示の必要がある場合には、決定次第速やかに開示さ

せていただきます。 

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

(株)ＤＰＧホールディングス(3781)平成23年12月期第１四半期決算短信

3



該当事項はありません。 

  

１）簡便な会計処理 

  １ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

    当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい 

   変化がないと認められるため、前連結会計年度の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定 

   しております。 
  

  ２ 棚卸資産の評価方法 

    当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計 

   年度末に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定しております。 

    また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味 

   売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  
  ３ 固定資産の減価償却費の算定方法 

    定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し 

   て算出する方法によっております。 
  

２）四半期連結財務諸表作成に特有の会計処理 

   該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、当第１四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失に与える影響は軽微であり、税金

等調整前四半期純損失は1,292千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は1,205千円であります。 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日） 内閣府令第５号）の適用により、当第１

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 
  

当社グループは、前連結会計年度に393,079千円、当第１四半期連結累計期間に59,219千円の営業損

失を計上し、また前連結会計年度に1,382,539千円、当第１四半期連結累計期間に72,134千円の当期純

損失及び四半期純損失を計上しております。また、当第１四半期連結会計年度末は1,577,311千円の債

務超過であります。さらに、平成23年５月13日付で名古屋証券取引所より整理銘柄に指定されており、

平成23年６月14日付で上場廃止となることから、資金調達の目処が立っておりません。当該状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

なお、当該状況を改善するための具体的な対応策につきましては、「３．四半期連結財務諸表 (4)

継続企業の前提に関する注記」をご参照下さい。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

（四半期連結損益計算書関係）

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 56,834 14,213

受取手形及び売掛金 51,464 61,807

商品 2,362 －

仕掛品 － 1,609

原材料 2,353 3,085

短期貸付金 2,318 2,355

その他 20,302 17,735

貸倒引当金 △7,226 △7,256

流動資産合計 128,409 93,549

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 67,840 67,840

減価償却累計額 △38,674 △36,689

減損損失累計額 △4,724 △4,724

建物及び構築物（純額） 24,442 26,426

その他 20,472 20,472

減価償却累計額 △18,714 △18,468

その他（純額） 1,758 2,003

有形固定資産合計 26,200 28,430

無形固定資産   

ソフトウエア 415 481

無形固定資産合計 415 481

投資その他の資産   

差入保証金 28,645 32,985

長期前払費用 － 124

長期未収入金 630,771 633,410

その他 12,676 13,937

貸倒引当金 △620,747 △620,616

投資その他の資産合計 51,346 59,840

固定資産合計 77,962 88,752

資産合計 206,371 182,301
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 185,591 198,635

短期借入金 432,878 310,686

1年内返済予定の長期借入金 46,430 46,430

未払金 462,135 352,222

未払費用 112,696 110,013

未払法人税等 10,608 10,736

預り金 47,437 41,124

債務保証損失引当金 367,001 367,001

返品調整引当金 1,502 2,113

店舗閉鎖損失引当金 7,198 16,175

訴訟損失引当金 － 125,156

その他 20,082 18,961

流動負債合計 1,693,561 1,599,256

固定負債   

退職給付引当金 1,455 1,455

長期未払金 87,225 85,326

その他 1,440 1,440

固定負債合計 90,121 88,221

負債合計 1,783,682 1,687,478

純資産の部   

株主資本   

資本金 149,713 149,713

資本剰余金 244,578 244,578

利益剰余金 △1,971,602 △1,899,467

株主資本合計 △1,577,311 △1,505,176

純資産合計 △1,577,311 △1,505,176

負債純資産合計 206,371 182,301
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 282,553 169,996

売上原価 110,148 75,483

売上総利益 172,405 94,513

販売費及び一般管理費 276,427 153,732

営業損失（△） △104,022 △59,219

営業外収益   

受取利息 9 1

不動産賃貸料 3,506 1,428

業務受託料 － 510

雑収入 208 715

営業外収益合計 3,724 2,657

営業外費用   

支払利息 1,232 4,031

支払手数料 － 12,500

その他 244 －

営業外費用合計 1,477 16,531

経常損失（△） △101,775 △73,094

特別利益   

償却債権取立益 1,187 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 6,367

前期損益修正益 － 1,314

特別利益合計 1,187 7,682

特別損失   

貸倒引当金繰入額 197 101

店舗閉鎖損失引当金繰入額 2,560 －

訴訟関連損失 － 3,912

店舗閉鎖損失 333 1,070

前期損益修正損 73 37

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,205

特別損失合計 3,164 6,326

税金等調整前四半期純損失（△） △103,752 △71,739

法人税、住民税及び事業税 498 395

法人税等合計 498 395

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △72,134

四半期純損失（△） △104,250 △72,134

(株)ＤＰＧホールディングス(3781)平成23年12月期第１四半期決算短信

7



(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △103,752 △71,739

減価償却費 3,533 2,419

のれん償却額 41,339 －

差入保証金償却額 504 110

貸倒引当金の増減額（△は減少） 197 101

返品調整引当金の増減額（△は減少） △275 △611

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 68 △8,976

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － △125,156

訴訟関連損失 － 3,912

受取利息及び受取配当金 △9 △1

支払利息 1,232 4,031

前期損益修正損益（△は益） － △1,276

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,205

売上債権の増減額（△は増加） 21,130 10,342

破産更生債権等の増減額（△は増加） 2,449 －

仕入債務の増減額（△は減少） △19,976 △13,133

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,573 △21

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,224 1,120

前受金の増減額（△は減少） △1,400 －

未払金の増減額（△は減少） △78 110,586

その他の資産の増減額（△は増加） △6,247 582

その他の負債の増減額（△は減少） △1,259 8,171

その他 1,037 1,467

小計 △55,705 △76,864

利息及び配当金の受取額 9 1

利息の支払額 △1,383 △1,326

法人税等の支払額 △2,854 △635

営業活動によるキャッシュ・フロー △59,934 △78,824

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △266 －

短期貸付けによる支出 △25,000 －

短期貸付金の回収による収入 30 36

敷金及び保証金の差入による支出 △200 △225

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,436 △188

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 53,706 122,191

長期借入金の返済による支出 △9,285 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 44,421 122,191

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △40,949 43,178

現金及び現金同等物の期首残高 54,110 13,656

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,160 56,834
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当第１四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日) 

当社グループは、前連結会計年度に393,079千円、当第１四半期連結累計期間に59,219千円の営業

損失を計上し、また前連結会計年度に1,382,539千円、当第１四半期連結累計期間に72,134千円の当

期純損失及び四半期純損失を計上しております。また、当第１四半期連結会計期間末は1,577,311千

円の債務超過となっております。さらに、平成23年５月13日付で名古屋証券取引所より整理銘柄に指

定されており、平成23年６月14日付で上場廃止となることから、資金調達の目処が立っておりませ

ん。 

 当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題

として、経営基盤の強化を図ります。 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業におきましては、コスト削減、売上高拡大により

赤字体質からの脱却を図り、全店舗黒字化を目指します。 

①店舗数拡大による売上増加 

平成22年度に閉店した店舗と同一エリア内での再出店を順次行い、店舗数拡大による売上の増加を

図ります。 

②高収益業態への変革 

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別化を図

るため、調理方法の合理化によるコスト削減により、低コスト高品質の業態へ変革します。 

③新規顧客開拓 

既存のチラシ配布に加え、新規顧客開拓のための法人向け営業を行うと共に、ランチタイムのテイ

クアウト拡大を図ります。 

財務基盤を強化するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

①資本・資金の増強 

借入等により資金増強を図る予定でありますが、現時点では具体的な目処が立っておりません。 

②債務免除要請 

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免

除を含む金融支援を要請し解消を目指します。 

しかし、これらの対応策につきましては、現時点におきましてはこれらの施策の効果が発現するまで

には相当な期間を要することが予測されるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在してお

ります。  

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

  

  

  

  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

（具体的な経営施策）

１．収益力の確保による損益の黒字化

２．財務基盤の強化
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前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １．事業区分の方法 

事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．宅配中華事業は、平成21年12月21日付株式会社SPARKSとの株式交換により、当社グループの事業となってお

ります。 

３．飲食店プロデュース事業は、平成21年５月12日付株式会社prime constructとの株式交換により当社グルー

プの事業となっております。 

４．システム事業は、連結子会社であった株式会社エアフォルクの株式売却及びパレットメディア株式会社のメ

ディカル事業の譲渡に伴い、無くなっております。 

５．各区分に属する主要なサービス  

  (1) 宅配中華事業・・・・中華料理のデリバリー事業  

  (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業、その他  

  (3) 飲食店プロデュース事業・・・飲食店舗のトータルプランニング及びメンテナンス事業 

    (4) その他の事業・・・コンサルティング事業 

６．前連結会計年度末において、広告・出版事業及び飲食店プロデュース事業は、その他の事業に含めておりま

したが、売上割合が増加し重要性が高まったため、区分掲記することとしました。 

  

 前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 
  

 前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 
  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資産の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

当社グループは、製品・サービス別の事業部（一部製品・サービスについては子会社）を置き、各事業

部及び子会社は、サービスの向上及び利益の拡大を目指し事業活動を展開しております。 

従って、当社グループは、事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「宅

配中華事業」及び「広告・出版事業」並びに「飲食店プロデュース事業」の３つを報告セグメントとして

おります。 

「宅配中華事業」は、中華料理のデリバリーサービス及びフランチャイズ事業を行っております。 

「広告・出版事業」は、主に総合デート誌の出版事業を行っております。 

「飲食店プロデュース事業」は、主に飲食店舗のリノベーション事業を行っております。 

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

宅配中華事
業   

（千円）

広告・
出版事業
（千円）

飲食店プロ
デユース事

業 
（千円）

その他の事
業 

(千円）
計   

（千円）

消去又は全
社   

（千円）
連結  

（千円）

 売上高
 

(1)
外部顧客に       
  対する売上高 218,939 49,776 13,260 576 282,553 ─ 282,553

 
(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 ─ ─ ─ 18,600 18,600 (18,600) ─

計 218,939 49,776 13,260 19,176 301,153 (18,600) 282,553

営業損失（△） △ 56,200 △ 2,156 △ 1,425 △10,509 △70,291 (33,730) △104,022

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月 １日  至  平成23年３月31日) 

 
（注）１ セグメント損失の調整額23,889千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用23,889千円が含ま

れております。全社費用は、親会社の管理部門に係る一般管理費であります。 

 ２ セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

当社株式は、平成23年５月13日、名古屋証券取引所より平成23年５月13日から平成23年６月13日まで

整理銘柄に指定され、平成23年６月14日に上場廃止となる予定です。 

(単位：千円)

報告セグメント

合計
調整額 
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２宅配中華事業

広告・出版事
業

飲食店プロデ
ュース事業

売上高

  外部顧客への売上高 121,125 43,198 5,672 169,996 ― 169,996

セグメント間の内部 
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 121,125 43,198 5,672 169,996 ― 169,996

セグメント損失（△） △33,544 △312 △1,472 △35,330 （23,889） △59,219

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

(7)重要な後発事象
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